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主食加工業者 牛乳業者

学校給食センター 米飯･パンの加工 牛乳の配送

①献立の作成 ②食材の調達 ④調理の指示 ⑥調理物の検査

学校栄養職員が作成
食材を審査･選定し、
購入

調理指示書により、調
理を指示

調理物のできばえや
味付けなどを検査(検
食)

配送(既に委託済) 学校

③食材の検収 ⑤調理作業 ⑦配缶 ⑧配送 ⑨検食

発注書に基づき食材
を点検･確認

調理指示書に基づ
き、調理

学校別、学級別に、食
缶に分ける

学校給食センターから
各学校まで、専用車
で給食を配送

配送された給食を校
長が検食

⑫洗浄･保管･消毒 ⑪回収 ⑩給食時間
食器、食缶を洗浄し、
保管庫による消毒･保
管を行う

各学校から使用済食
器等を回収

教師や学校栄養職員
の指導の下で給食

⑮給食センター運営 ⑭給食費徴収 ⑬清掃

施設･設備の管理、給
食会計、一般事務、そ
の他運営に関すること

児童･生徒･教職員か
ら給食費を徴収する

給食センター内の清
掃を行う

凡例

○作業項目
具体的内容

　そのため、献立作成に付随した、食材の調達、調理の指示は委託しない。
民間委託項目

　文部科学省通知　「学校給食業務の運営の合理化について」に民間委託する場合においても、「献立
の作成は、設置者が直接責任をもつて実施すべきものであるから、委託の対象にしないこと。」と明記さ
れている。

物資納入業者・給食物資協力会

発注を受けた食材を納入



資料２

Ａ町(Ｂ給食センター) Ｄ町 備考

委託に取り組む
きっかけ

効率的な給食施設運営を図
るため、民間活力の活用を
強く打ち出したこと

完全給食の提供を開始する
にあたり、衛生管理の充実
と安定的な給食の提供をは
かるため、人材確保を目的
として民間委託した
(完全給食の実施が委託年
度スタートであった)

現在の食数 約700食 385食
Ａ町の給食センターは、北条又
は大栄と同規模

委託額 17,700千円/年 33,000千円/年

・センターの光熱水費は対象
外
・洗剤他の消耗品費を含む
・委託費は、必要人員および経
費を積み上げ、15％上乗せ

委託内容 調理、運搬、清掃 ←同じ
Ａ町はＤ町を参考としているた
め、業務内容に変わりはない

配置人員
現場責任者（栄養士）１、調
理員５、運転手兼調理員２

←同じ

メリット
人件費削減効果、労務管理
不要

人員確保がすすみ、給食の
安定供給を図ることができ
た

各自治体により委託に取り組
んだきっかけが違うので、メリッ
トも異なる

デメリット 特になし ←同じ
給食の質が低下するようなこと
はない

委託開始時期 H19.4～　３年契約 H9.4～　１年更新

地産地消
県費栄養士が献立を作成
し、発注するため、地産地消
に影響なし

←同じ
最近の取り組みにより、かなり
上昇している

経費削減効果

すべて正職員と仮定して約
40,000千円
来年度Ｃセンターを委託す
るが、その効果は15,000千
円

経費削減効果を求めて委託
していないため不明

Ａ町も臨時職員がいたが、その
状態での費用削減効果は検証
していない

学校給食センター民間委託実施済町の聞き取り結果

※人件費の削減効果は、Ａ町でも臨時職員がいる状態での費用削減効果は検証していない。
※センターを委託した場合の調理員の人員は、現場実態をみながら決めるということなので、委託前後で違
いは生じない。
※現場を統括する委託業者の現地責任者分も委託費で負担することとなるため、その経費負担分が実質
増となる。
　この財政的な負担が、Ｅ町なりＦ町なりが調理部門の民間委託を検討しながら踏みとどまった理由となって
います。




